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1. 理事長によるメッセージ 

 

当院は昭和 55年 5月に開院し、平成 20年 4月の地方独立行政法人への移行以来 17

年が経過しました。令和 6年度からは第 5期中期計画（令和 6年度～令和 9年度）が

スタートし、那覇市をはじめ地域の中核的急性期病院として、地域医療支援病院およ

び救急指定病院、地域がん診療連携拠点病院、地域周産期母子医療センターなどの指

定を受け、高度な医療を提供するとともに、臨床研修指定病院として医師の育成を図

り、医療機能の充実に努めてまいりました。 

 

令和 7年 10月 1日、病院移転に伴う患者移送を無事に終え、待望の新病院棟での診

療がスタートしました。延床面積は 38,853㎡、地下 1階地上 10階の 11階建て、入院

病棟ではゆったりとした病室を確保し、個室を 92室設け、感染症やプライバシーにも

配慮した療養環境を整えました。また、新生児集中治療室（NICU）や新生児回復室

（GCU）を備え、「地域周産期母子医療センター」としての小児・周産期医療の体制を

強化し、陣痛から産後まで移動せずに過ごせる LDｒを新設し、妊婦さんやご家族に優

しい環境を提供します。 

 

救急医療提供体制の強化として、救急センターでは初療室を増設し、感染症に対応

する導線を確保し安全で迅速な受け入れが可能となりました。また、高度医療の提供

体制充実のため医師を増員し、集中治療室（ICU）や高度治療室（HCU）を拡充すると

ともに、手術室を 8室から 10室に増設し、バイブリッド手術室を新たに設け、手術支

援ロボット「ダヴィンチ」や高難易度手術が対応できる環境を整えました。がん治療

においては、手術治療のみならず、放射線治療機器「トゥルービーム」の導入や点滴

センターの拡充など集学的治療の充実を図りました。 

 

医療を取り巻く環境は、働き方改革やデジタル化の波により転換期を迎えており、

病院経営は依然として厳しいものではあります。しかし、当院職員は、これまで以上

に団結し、安全で質の高い医療の提供に努め、地域住民を守る急性期病院としての役

割を果たしてまいります。 

 

地方独立行政法人那覇市立病院 

理事長兼病院長 外間 浩  
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2. 法人の概要 

（１）目的 

  地方独立行政法人那覇市立病院は、地方独立行政法人法（平成 15年法律第 118号）に基

づき、地域住民に救急医療及び高度医療をはじめとした医療を提供するとともに、地域の医

療機関及び那覇市と連携して、住民の健康の維持及び増進に寄与することを目的としていま

す。（地方独立行政法人那覇市立病院定款第１条より抜粋） 

（２）業務 

  ア 医療を提供すること。 

  イ 医療に関する調査及び研究を行うこと。 

  ウ 医療に関する従事者の研修を行うこと。 

  エ 人間ドック、健康診断等の予防医療を提供すること。 

  オ 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

（地方独立行政法人那覇市立病院定款第 16条より抜粋） 

 

3. 事業の概要 

 第５次那覇市総合計画（平成 30年～令和９年） 

  施策 16 地域医療の充実したまちをつくる  

  身近な地域で良質かつ適切な医療が受けられるまちづくり 

  （１）救急医療体制の維持 

  （２）地域医療機関との連携による小児・周産期医療の提供 

  （３）かかりつけ医との連携による在宅医療の推進 

 

 中期目標期間の役割 

  市立病院としての役割の発揮 

  （１）救急医療提供体制の維持・充実 

  （２）小児・周産期医療の確保 

  （３）災害や新興感染症等の健康危機への対応 

  （４）那覇市の施策との連携 

  （５）市民への情報の提供・発信 

  （６）外国人対応の充実  
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4. 中期目標 

●365日24時間の救急医療体制を維持・充実させ、軽症患者の「コ
ンビニ受診」の抑制を推進します。

●地域医療機関と連携し、安心して出産・子育てができる小児・周産
期医療を確保します。

●新病院において地域災害拠点病院の指定を見据えた整備を行い、
DMATの派遣体制を整えます。

●保健所等と連携し、感染症流行時でも救急医療が維持できるよう、
関係機関との連携を検討します。

●医師や看護師などの専門人材の確保・育成、医療機器の計画的
な更新（新病院開院時の集中的整備）を行います。

●地域がん診療連携拠点病院として集学的治療や相談支援を提供
し、地域連携を強化します。

●退院支援を強化して「地域包括ケアシステム」を推進するほか、外
国人受診者の受入体制や多言語情報発信を充実させます。

●医療相談員（MSW）や事務職など、医療スタッフ以外の人材も確
保・育成し、現場の負担軽減と経営強化を図ります。

マネジメントの徹底 職員の意識改革を進め、PDCAサイクルを確実に実践します。

院内・チーム医療の推進
診療科・部門間の多職種連携を強化し、質の高いチーム医療を提供
します。

職場環境・ガバナンス
職員のワークライフバランスに配慮した働きやすい職場をつくり、内部
統制やコンプライアンス意識を向上させます。

医業収支の回復
コロナ禍で悪化した収支を改善するため、病床稼働率の向上や適正
な診療収入の確保に努めます。

効率化と費用節減
弾力的な予算執行で経費を削減し、経常収支比率・医業収支比率
の数値目標を設定して経営を効率化します。

資金確保: 
新病院開院に伴う病院事業債の元利償還（半分は市立病院の経営
努力で捻出）に耐えうる運転資金を確保します。

新病院の建替・移転
総事業費の縮減に留意しつつ、患者の療養環境を確保しながら新病
院への移転・診療開始を円滑に進めます。

DXの推進
（デジタルトランスフォーメーション）

電子カルテやICTの活用により、効率的・効果的な病院運営を推進し
ます。

国ガイドラインへの対応
「公立病院経営強化ガイドライン」に基づく経営強化プランの策定・対
応に努めます（ただし中期目標に基づく指示を優先）。

　那覇市立病院は、救急医療や小児・周産期医療などの中核を担う急性期病院であり、公的使命を果たすた
めの「第5期中期目標（4年間）」を定めています。コロナ禍での病床逼迫や救急停止の経験、医師の働き方改
革、新病院棟建設といった環境変化を踏まえ、自主的かつ機動的な病院運営と経営改善を目指します。

地方独立行政法人那覇市立病院

第5期中期目標（令和6年度〜令和9年度）概要

2. 業務運営の改善と効率化

3. 財務内容の改善（経営機能の強化）

4. その他運営に関する重要事項

1. 市民向けサービス・診療機能の向上（業務の質）

　救急医療・小児・周産期医療の堅持

　災害・新興感染症への対応

　高度医療・がん医療の充実

　多様なニーズへの対応と地域連携
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5. 病院理念及び経営方針・戦略等 

（１）病院理念 「和と奉仕」 

（２）経営方針 

・私たちは、市民の安心できる病院を目指します。 

・私たちは、微笑みと優しさを持って接するように努めます。 

・私たちは、診療内容を分かりやすく説明・開示するように努めます。 

・私たちは、いつも最新の質の高い医療を目指します。 

・私たちは、地域の医療機関と協力して開かれた病院を目指します。 

・私たちは、医療・福祉・保健の相互連携の発展に努めます。 

救急医療、小児医療、周産期医療、がん診療をはじめ、市民が求める地域に根ざした医

療の提供に努め、医療水準の向上を図り、あわせて将来の持続可能な経営を実現するた

め、データに基づいた経営の可視化、効率化等を積極的に取り組みます。 

 

6. 中期計画及び年度計画 

第５期中期計画と主な指標等 令和７年度計画と主な指標等 

第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 １ 市立病院としての役割の発揮 同左 

  (１) 救急医療提供体制の維持・充実   

   ①   二次救急   

   ② 初期（一次）救急   

   ③ 適正受診の取組み   

  (２) 小児・周産期医療の確保   

  (３) 災害や新興感染症等の健康危機への対応   

   ① 平時からの備えと発災時の対応   

   ② 医療支援への取組み   
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   ③ 保健所等との連携   

   ④ 感染症対応時における救急医療提供体制の確保   

  (４) 那覇市の施策との連携   

   ① 保健・福祉行政との連携   

   ② 地域包括ケアシステムの推進   

  (５) 市民への情報の提供・発信   

  (６) 外国人対応の充実   

 ２ 診療機能の充実 同左 

  (１) 高度医療の充実   

   ① 専門性を持った医療人の確保及び育成   

   ② 医療機器等の計画的な更新・整備   

  (２) がん医療の充実   

  (３) 地域医療機関との機能分化、連携推進・強化   

  (４) 人材の確保及び育成   

  (５) 安全安心で質の高い医療の提供   

   ① 患者中心の医療   

   ② 医療安全対策の徹底   

   ③ 医療の標準化と最適な医療の提供   

 ３ 患者サービスの向上 同左 

  (１) 快適性及び利便性の向上   

  (２) 職員の接遇向上   
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第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

 １ PDCA 等のマネジメントサイクルの確実な実践 同左 

 ２ 院内連携の推進 同左 

  (１) 多職種連携の推進   

  (２) チーム医療の推進   

 ３ 働きやすい職場環境づくり 同左 

 ４ 健全な業務運営 同左 

第３ 財務内容の改善に関する事項 

 １ 経営機能の強化 同左 

 ２ 収益的収支の向上 同左 

 ３ 弾力的な予算執行と費用節減 同左 

 ４ 経営の効率化 同左 

 ５ 病院事業運営費負担金に関する事項 同左 

第４ その他業務運営に関する重要事項 

 １ 市立病院建替に関する事項 同左 

 ２ デジタルトランスフォーメーション(DX)の推進 同左 

 ３ 公立病院経営強化ガイドラインへの対応 同左 

 ４ 地域との協働 同左 
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7. 持続的に適正なサービスを提供するための源泉 

（１）ガバナンスの状況 

地方独立行政法人那覇市立病院は、中期目標等に基づき法令等を遵守しつつ業務を行い、

定款第１条の目的を有効かつ効率的に果たすため、内部統制に係る基本方針を定め、ガバナ

ンス体制として、監事による業務の監査、会計監査人による財務監査を受けるとともに、職

務の執行が定款又は他の法令に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保

するための体制を内部統制システムとして、その整備に関する事項を業務方法書に定めてお

ります。 

 

（２）役員等の状況 

① 役員等の状況（令和 8 年 3 月 31 日時点） 

役職名 氏名 備考 任期 

理事長 外間
ほ か ま

 浩
ひろし

 病院長 医師 令和 6年 4月 1日～令和 10年 3月 31日 

理 事 新垣
あらかき

 均
ひとし

 副病院長 医師 令和 6年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 

理 事 豊
と

見山
み や ま

 直樹
な お き

 副病院長 医師 令和 6年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 

理 事 宮田
み や た

 裕史
ゆ う じ

 副病院長 医師 令和 6年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 

理 事 宮里
みやざと

 浩
ひろし

 副病院長 医師 令和 6年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 

業務の監査 会計に関する監査

各種委員会等

地方独立行政法人那覇市立病院

地方独立行政法人

那覇市立病院評価委員会

那覇市議会

理事長

理事等（理事会等）

那覇市立病院

那覇市長

監事 会計監査人

任

命

選

任
任

命

目

標

等

の

指

示

等
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理 事 譜
ふ

久原
く は ら

 明子
あ き こ

 副病院長 看護師 令和 7年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 

監 事 仲松
なかまつ

 正人
ま さ と

 
弁護士（みずほのまち法

律事務所） 

令和 6年 11月 1日～令和 9年度財務諸表

承認日まで 

監 事 城間
し ろ ま

 貞
ただし

 
公認会計士（城間公認会

計士事務所） 

令和 6年 11月 1日～令和 9年度財務諸表

承認日まで 

 

② 会計監査人の名称及び報酬 

会計監査人は EY 新日本有限責任監査法人です。当該監査法人及び当該監査法人と同一の

ネットワークに属するものに対する、当事業年度の当法人の監査証明業務に基づく報酬の額

は 11,000,000 円（消費税等を除く）であり、非監査業務に基づく報酬はありません。 

 

（３）職員の状況 

 常勤職員は令和 7 年 4 月 1 日時点 1,005 人（前年度比 22 人増加）となっています。この

うち設立団体からの出向者は 7 人です。 

 

（４）重要な施設等の整備状況 

① 当事業年度中に完成した主要施設等 

・那覇市立病院 新病院棟 

② 当事業年度において継続中の主要な施設等の新設・拡充 

該当なし 

③ 当事業年度中に処分した主要な施設等 

・那覇市立病院 旧病院棟 

 

（５）純資産の状況 
    単位：百万円 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

設立団体出資金       1,299            -            -        1,299  

資本剰余金       5,289            -            -        5,289  

利益剰余金         542            -        4,463     ▲3,920  

純資産合計       7,131            -        4,463        2,668 

※単位未満四捨五入のため、合計と内訳の計が一致しない場合があります。 
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（６）財源の状況 

① 財源の内訳 
 単位：百万円  

区分 金額 構成比率 

営業収益            16,979   -  

 医業収益            16,092  58.86% 

 運営費負担金収益               581  2.13% 

 補助金等収益               304  1.11% 

 その他営業収益                 1  0.00% 

営業外収益               139   -  

 運営費負担金収益                45  0.17% 

 補助金等収益                13  0.05% 

 財務収益                15  0.05% 

 その他営業外収益                67  0.24% 

臨時利益                46  0.17% 

資本収入            10,177   -  

 運営費負担金収益               484  1.77% 

 長期借入金             9,693  35.45% 

合計            27,341  100.0% 

※単位未満四捨五入のため、合計と内訳の計が一致しない場合があります。 

 

② 自己収入に関する説明 

地方独立行政法人那覇市立病院における自己収入として、医業収益、補助金等収益

などがあります。  

8. 業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

地方独立行政法人那覇市立病院におけるリスク管理については、「業務方法書第 9 条」に

より、リスクへ適切な対応を可能とする規定等を整備するものとしております。 

 

9. 業績の適正な評価に資する情報 

業務実績の概要については、次のとおりです。詳細につきましては、業務実績報告書をご覧

ください。 
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(１)外来         

指標  R4年度   R5年度   R6年度   R7年度  

１日平均外来患者数        626         634         585         629  

外来延べ患者数    151,566     153,579     145,104     151,521  

         

(２)入院         

指標  R4年度   R5年度   R6年度   R7年度  

入院患者延べ数（年）    124,807     135,533     135,479     146,873  

入院患者数（年）     10,200      12,031      12,389      14,104  

退院患者数（年）     10,232      11,974      12,408      14,066  

１日平均入院患者数        342         371         371         403  

平均在院日数         11          10          10           9  

病床稼働率 72.8% 79.0% 79.1% 88.5% 

病床利用率 66.8% 72.0% 71.7% 77.4% 

          

(３)救急         

指標  R4年度   R5年度   R6年度   R7年度  

救急外来患者数     19,662      22,644      18,335      19,821  

救急車搬送数      4,604       4,875       5,779       6,998  

 

(４)地域医療支援病院紹介率・逆紹介率 
    

指標  R4年度   R5年度   R6年度   R7年度  

紹介率 70.2% 81.4% 88.0% 89.0% 

逆紹介率 82.2% 82.2% 94.2% 89.2% 

 

(５)分娩数         

指標  R4年度   R5年度   R6年度   R7年度  

分娩件数        253         305         278         277  

帝王切開数        120         119         116         123  

比率 47.4% 39.0% 41.7% 44.4% 
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(６)麻酔別手術数         

指標  R4年度   R5年度   R6年度   R7年度  

全麻      2,131       2,468       2,442       2,711  

腰麻        229         240         129         174  

局麻        773       1,145       1,209       1,449  

その他        190         217         446         425  

合計      3,323       4,070       4,226       4,759  

 

10. 業務の成果と使用した資源との対比 

第５期中期計画（大項目） 

年度評価評価 

上段：病院自己評価 

下段：市長評価 

R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 

第１ 市民に提供するサービスその他の業務の質の

向上に関する事項 

A A   

A    

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

A A   

A    

第３ 財務内容の改善に関する事項 

B A   

B    

第４ その他業務運営に関する事項 

A A   

A    

上記の業務成果に関する行政コストは 22,165 百万円です。詳細につきましては、業務

実績報告書をご覧ください。 

 

11. 予算と決算との対比 

予算（令和 7年度）     単位：百万円 

区分 予算額① 決算額② 
差額 

（②-①） 
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収入         30,466          27,341         ▲3,125  

支出         34,049          32,017        ▲2,032 

単年度資金収支        ▲3,583         ▲4,676         ▲1,093  

（注）詳細につきましては、決算報告書を参照ください。   

  

12. 財務諸表の要約 

（１）貸借対照表       

      単位：百万円 

資産の部 金額 負債の部 金額 

Ⅰ 固定資産        34,313  Ⅰ 固定負債        37,319  

   有形固定資産        33,323     資産見返負債         4,575  

   無形固定資産           982     長期借入金        25,863  

   投資その他の資産             8     引当金         4,358  

Ⅱ 流動資産         9,038     長期リース債務         2,137  

   現金及び預金         4,668     資産除去債務           386  

   医業未収金         3,149  Ⅱ 流動負債         3,364  

   未収金           336     一年以内返済予定         1,220  

   医薬品           157     未払金         1,249  

   診療材料           116     未払費用            88  

   貯蔵品             2     前受金 0  

   前渡金           566     預り金           130  

   その他            44     短期リース債務           183  

       引当金           493  

        

    負債合計        40,683  

    純資産の部  金額  

    Ⅰ 資本金         1,299  

    Ⅱ 資本剰余金         5,289  

    Ⅲ 利益剰余金       ▲3,920  

    純資産合計         2,668  

資産合計        43,351  負債純資産合計        43,351  

※単位未満四捨五入のため、合計と内訳の計が一致しない場合があります。    

 

（２）損益計算書 
        

  単位：百万円    

科目 R7年度 

営業収益 （Ａ）      17,522  

営業費用 （Ｂ）      21,968  
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営業外収益（Ｃ）         135  

営業外費用（Ｄ）         160  

臨時利益 （Ｅ）          46  

臨時損失 （Ｆ）          37  

当期純損失（A-B+C-D+E-F）       4,463  

※単位未満四捨五入のため、合計と内訳の計が一致しない場合があります。   

  

（３）純資産変動計算書         

        単位：百万円 

  資本金 資本剰余金 
利益剰余金

（繰越欠損額） 
純資産合計 

当期首残高（Ａ）       1,299        5,289          542        7,131  

当期変動額（Ｂ）         ▲4,463      ▲4,463  

 その他行政コスト         

 当期純損失         ▲4,463      ▲4,463  

 その他         

当期末残(Ａ＋Ｂ)       1,299        5,289      ▲3,921        2,668  

※単位未満四捨五入のため、合計と内訳の計が一致しない場合があります。   

          

（４）キャッシュ・フロー計算書       

  単位：百万円       

科目 金額       

業務活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ（Ａ）     ▲3,976        

投資活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ（Ｂ）     ▲8,833        

財務活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ（Ｃ）       8,928        

資金減少額（Ｄ＝Ａ+Ｂ＋Ｃ）       3,881        

資金期首残高（Ｅ）       8,549        

資金期末残高（Ｆ＝Ｄ＋Ｅ）       4,668        

※単位未満四捨五入のため、合計と内訳の計が一致しない場合があります。   

          

（５）行政コスト計算書         

   単位：百万円       

科目 金額       

損益計算上の費用      22,165        

 経常費用      22,128        

 臨時損失          37        

その他行政コスト           -        

合計      22,165        

※単位未満四捨五入のため、合計と内訳の計が一致しない場合があります。   
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13. 財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の説明 

コロナ禍以降の物価高騰やエネルギーコストの上昇が依然として続いており、医療材料や医

薬品の調達コストが増加傾向にあります。さらに、「医師の働き方改革」に伴う労務管理の徹

底と人材確保に伴う人件費の上昇など、病院経営を取り巻く環境はかつてない厳しさに直面し

ています。 

当年度は、長年の課題であった新病院への移転・開院という、当法人にとって大きな転換期

を迎えた年度となりました。10月の新病院開院に向け、診療機能を維持しつつ安全な移転作業

を進めるため、一時的な入院・手術及び健診の制限や外来診療の縮小を計画的に実施いたしま

した。この結果、移転前後においては、医業収益および患者動向に影響を大きく受けることと

なりました。このような環境下においても、地域の中核病院として急性期医療の機能を強化す

べく、医師や看護師をはじめとする人員を確保し、診療体制の充実と近隣医療機関との地域医

療連携を推進いたしました。その結果、年間延べ入院患者数は 146,873人（前年度比 8.4%

増）、病床稼働率は 88.5%（前年度差 9.4ポイント増）となりました。 

令和 7年度の決算状況について、医業収益は、新病院における増床（455床→470床）、Ｈ

ＣＵ病棟の新設、入院診療単価の上昇と病床稼働率の改善、入院個室の増床による増収、床頭

台利用料金の一律設定などにより 12.1億円の増収となりました。一方、医業費用も大幅に増

加しており、先述の物価高騰及び人件費上昇の影響のほか、新病院に係る費用（建物及び機器

等の減価償却費、備品、消耗品、委託料）や新たに発生した委託料などにより、36.1億円の増

加となりました。 

以上の結果、医業収支は 52億 9,100万円のマイナスとなりました。新病院移転に伴う臨時

損失（固定資産除却損等）も 2,800万円ほど計上し、当期純損失は約 44億 6,300万円とな

り、次期繰越欠損金として 39億 2,000万円あまり計上するに至りました。 

新病院の開院を無事に終えた一方で、旧病院の解体、第 2立体駐車場の建設、外構工事など

の周辺整備事業は今後も継続いたします。 

今後は患者数の増加、稼働率の改善、および診療報酬改定に伴う大幅な増収が見込まれるも

のの、当面は新規資産に係る減価償却費の負担が大きく、厳しい収支状況が続く見通しです。

医業収支の赤字幅が大きい現状を厳粛に受け止め、将来にわたって持続可能な安定経営基盤を

築くためにも、徹底したコスト面の見直しと DX（デジタルトランスフォーメーション）への対

応による業務効率化が急務となっています。 

 

 

（１） 貸借対照表 

  令和 7年度末現在の各項目は以下のとおりです。 

 【資産】 

   資産合計：43,351百万円（前年度比 7,009百万円増） 

主な要因は、新病院完成に伴う固定資産（建物等）の増加によるものです。 

 【負債】 

負債合計：40,683百万円（前年比 11,472百万円増） 
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主な要因は、新病院完成に伴う資産見返負債や長期借入金及び長期リース債務等の増加

によるものです。 

【純資産】 

純資産合計：2,668百万円（前年比 4,463百万円減） 

要因は、当期未処理損失を計上したことによるものです。 

 

（２）損益計算書 

  令和 7年度末現在の各項目は以下のとおりです。 

 【収益】 

収益:17,702百万円（前年比 2,005百万円増） 

主な要因は、増床及び HCU病棟の新設、病床稼働率の改善等により医業収益が大幅に

増加したことによるものです。 

 【費用】 

  費用:22,165百万円（前年比 3,744百万円増） 

主な要因は、物価及び人件費の高騰、新病院開院に伴う費用の増加によるものです。 

 【当期純損益】 

    純損失:4,463百万円（前年比 1,739百万円の損失増） 

主な要因は、医業収益も大幅な増収となりましたが、新病院建設事業及び移転事業、人

件費や物価の高騰により収益を上回る費用の増加によるものです。 

 

（３）純資産変動計算書 

   当期未処理損失の補填として、前期中期目標期間繰越積立金を 2,724百万円取り崩し、

前期中期目標期間繰越積立金の残高は 542百万円となりました。純資産は、当期純損失

4,463百万円を含め期末残高 2,668百万円となりました。 

   

（４）キャッシュ・フロー計算書 

  【業務活動によるキャッシュ・フロー】 

    3,976百万円の支出となり、前年度と比較して 1,881百万円支出増となっています。医

業収入も増収となりましたが、それ以上に支出が増加しており、人員整備や給与ベースア

ップ、物価高騰、新病院移転等事業等の影響を受け、業務活動はマイナスとなりました。 

【投資活動によるキャッシュ・フロー】 

    8,833百万円の支出となり、前年度と比較して 1,197百万円の支出増となっています。

これは、新病院建設や移転事業及び医療機器等の整備により投資活動が増加したことがあ

げられます。 
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【財務活動によるキャッシュ・フロー】 

8,928百万円の収入となり、前年度と比較して 3,230百万円減となっています。これ

は、新病院建設（本体工事）の最終年度となり整備に係る長期借入金が減少したことがあ

げられます。 

 

（５）行政コスト計算書 

  経常費用が 22,128百万円、臨時損失が 37百万円で、行政コストは合わせて 22,165百万

円となりました。 

 

14. 内部統制の運用状況 

内部統制の主な実施状況は、次のとおりです。 

 

＜内部統制の運用（業務方法書第 5条、第 8条、第 9条、第 14条）＞ 

地方独立行政法人那覇市立病院は、法人における内部統制を推進することを目的として、内

部統制委員会を整備しており、内部統制の推進に係る方針の策定等、重要事項の審議など、役

員（監事を除く。）の職務の執行が定款又は他の法令に適合することを確保するための体制そ

の他業務適正を確保するための体制（内部統制システム）の充実・強化を進めております。 

 

＜監事監査・内部監査（業務方法書第 8条、第 9条）＞ 

 監事は、地方独立行政法人那覇市立病院の業務及び会計に関する監査を行います。監査結

果報告書を理事長に提出し、監査の結果、是正又は改善を要する事項があるときは報告書に意

見を付すことができます。また、理事長は、地方独立行政法人那覇市立病院の業務の適正かつ

能率的な執行を図るとともに、会計処理の適正を期すため、内部監査を実施するとともに、そ

の結果を報告させることとしています。 

 

＜入札及び契約に関する事項（業務方法書第 17 条）＞  

契約事務の公正性・透明性を確保した合理的な調達の促進のため、基本的に一般競争に付す

るものとしております。 

 

＜予算の適正な配分（業務方法書第 18 条）＞  

運営費負担金等を原資とする予算の配分が適正に実施されることを確保するための体制整備

及び評価結果を法人内部の予算配分等に活用する仕組みとして、前年度３月の理事会において

期首時点の各事業の予算額を決定しています。また、期中においても必要に応じて所要額の調

査を行い、理事会に おいて各事業の予算執行状況の報告を行なうとともに、所要額調査の結

果及び予算執行状況を踏まえた予算額の見直しを行なっています。 
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15. 法人の基本情報 

（１）沿革 

   平成 20年 4月 地方独立行政法人として設立 

（２）設立に係る根拠法 

   地方独立行政法人法（平成 15年法律第 118号） 

（３）設立団体 

   那覇市 

（４）病院の所在地 

   沖縄県那覇市古島 2丁目 31番 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



18 

（５）組織図 
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（６）翌事業年度（令和 8年度）に係る予算、収支計画及び資金計画 

 

1  予算（令和 8年度）     

    単位：百万円 

区分 金額 

収入     

  営業収益           18,695  

    医業収益           18,092  

    運営費負担金収益            560  

    補助金等収益               43  

  営業外収益              160  

    運営費負担金収益            102  

    営業外雑収益               58  

  臨時収益               34  

  資本収入            3,369  

    運営費負担金収益            702  

    長期借入金            2,667  

    その他資本収入               0  

  その他の収入              100  

  計           22,358  

支出     

  営業費用           19,042  

    医業費用           18,163  

     給与費            9,968  

     材料費            4,955  

     経費            3,129  

     研究研修費              111  

    一般管理費              879  

  営業外費用              309  

  臨時損失               34  

  資本支出            3,960  

    建設改良費            2,740  

    償還金            1,220  

  その他支出              100  

  計           23,445  

（注１）計数は、端数をそれぞれ四捨五入しています。 

（注２）給与費のベースアップ率を 3％として試算しています。 
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２ 収支計画（令和 8年度）   

    単位：百万円 

区分 金額 

収入の部           19,231  

  営業収益           19,041  

   医業収益           18,036  

   運営費負担金収益              560  

   補助金等収益               41  

   資産見返運営費負担金戻入            356  

   資産見返物品受贈額戻入             47  

   雑益                1  

  営業外収益              157  

    運営費負担金収益            102  

    営業外雑収益               55  

  臨時利益               33  

支出の部           22,096  

  営業費用           21,755  

   医業費用           20,901  

    給与費           10,073  

    材料費            4,843  

    減価償却費            2,008  

    経費            3,872  

    研究研修費              105  

   一般管理費              854  

  営業外費用              309  

  臨時損失               32  

  純利益    ▲2,865  

  目的積立金取崩額                0  

  総利益    ▲2,865  

（注１）計数は、端数をそれぞれ四捨五入しています。 
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３ 資金計画（令和 8年度）    

    単位：百万円 

区分 金額 

資金収入           27,249  

 業務活動による収入           18,889  

    診療業務による収入         18,092  

    運営費負担金による収入            662  

    補助金等収入               43  

その他の業務活動による収入             92  

 投資活動による収入              802  

    運営費負担金による収入            702  

その他の投資活動による収入            100  

 財務活動による収入            2,667  

    長期借入れによる収入          2,667  

その他の財務活動による収入 0               

 前事業年度からの繰越金           4,891  

資金支出           27,249  

 業務活動による支出           19,385  

   給与費支出           10,479  

   材料費支出            4,955  

その他の業務活動による支出          3,951  

投資活動による支出            2,840  

   有形固定資産の取得による支出          2,740  

   その他の投資活動による支出            100  

財務活動による支出            1,220  

   長期借入金の返済による支出          1,220  

   移行前地方債償還債務の償還による支出              0  

その他の財務活動による支出              0  

翌事業年度への繰越金          3,804  

(注１) 計数は、端数をそれぞれ四捨五入しています。 
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